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建設業経理士２級的中答練第１回解答・解説 
 

〔第１問〕 仕訳 記号（Ａ～Ⅴ）も記入のこと。 
 

№ 
借       方 貸       方 

記号 勘 定 科 目 金   額 記号 勘 定 科 目 金   額 

(例) Ｂ 当 座 預 金    １ ０ ０ ０ ０ ０ Ａ 現 金    １ ０ ０ ０ ０ ０ 

(1) Ｓ の れ ん 償 却      ６ ５ ０ ０ Ｉ の れ ん      ６ ５ ０ ０ 

(2) 

Ａ 

 

 

現 金 

 

 

  

２ 

 

 

９ 

 

 

３ 

 

 

９ 

 

 

６ 

 

 

０ 

 

 

０ 

 

 

Ｄ 

Ｑ 

Ｐ 

有 価 証 券 

有 価 証 券 売 却 益 

有 価 証 券 利 息 

 

 

 

 

２ 

 

 

９ 

 

 

１ 

２ 

 

０ 

７ 

２ 

０ 

０

６ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

(3) 
Ｅ 

 

未 成 工 事 支 出 金 

 
  

２ 

 

４ 

 

３ 

 

８ 

 

０ 

 

０ 

 

０ 

 

Ｊ 

Ｂ 

預 り 金 

当 座 預 金 
  

 

１ 

５ 

９ 

１ 

２ 

７ 

１ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

(4) 

Ｌ 

 

 

工 事 未 払 金 

 

 

  

３ 

 

 

２ 

 

 

１ 

 

 

８ 

 

 

０ 

 

 

０ 

 

 

０ 

 

 

Ｃ 

Ｒ 

Ｂ 

材 料 貯 蔵 品 

仕 入 割 引 

当 座 預 金 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

０ 

９ 

４ 

７ 

６ 

６ 

６ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

(5) 
Ｎ 

 

繰 越 利 益 剰 余 金 

 
  

１ 

 

３ 

 

１ 

 

５ 

 

０ 

 

０ 

 

０ 

 

Ｏ 

Ｍ 

利 益 準 備 金 

未 払 配 当 金 
  

 

１ 

１ 

２ 

１ 

０ 

５ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

 

仕訳１組につき４点  合計20点 

 

〔第２問〕 

(1)        ８ 年 
 

 

(2) ￥ ４ ９ ６ ０ ０ ０ ０  
 

 

(3) ￥  ２ ６ ６ ０ ０ ０    

 

(4) ￥  ７ ２ ７ ０ ０ ０   

 
各３点  合計12点 
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〔第３問〕 

問１  １ ７ ％  

 

問２  ￥ １ ５ ３ ０ ０ ０   

 

問３  ￥  １ １ ５ ２ ０   記号（ＸまたはＹ） Ｙ 

 

問１および問２ 各４点、問３は金額 ４点 記号 ２点  合計14点 

 

〔第４問〕 

問１  １ ２ ３ ４ 

記号 

（ＡorＢ） 
Ｂ Ａ Ａ Ｂ 

 

各１点 計４点 

問２ 

(1) 

  
完成工事原価報告書  

（単位：円）  

  

Ⅰ．材 料 費  １ ２ ９ １ ０ ０ ０  ○ 

  

Ⅱ．労 務 費 １ ７ ７ ８ ０ ０ ０  ○ 

  

Ⅲ．外 注 費 ２ ９ １ ６ ０ ０ ０  ○ 

  

Ⅳ．経   費  １ ０ ５ ６ ０ ０ ０  ○ 

    
    

完成工事原価  ７ ０ ４ １ ０ ０ ０   

    
    

 

(2) (3) 

未成工事支出金月末残高 ￥  ７ ０ ３ ０ ０ ０ ○  工事間接費配賦差異月末残高 ￥ ２ ２ ０ ０ ○ 

 

記号（ＡまたはＢ） Ａ ● 

 

○１つにつき３点、●１つにつき２点 計20点  合計24点 
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〔第５問〕 

精   算   表 
（単位：円） 

勘 定 科 目 
残 高 試 算 表 整 理 記 入 損 益 計 算 書 貸 借 対 照 表 

借  方 貸  方 借  方 貸  方 借  方 貸  方 借  方 貸  方 

現 金   ６ ９ ８ ０ ０                  １ ５ ０ ０                 ６ ８ ３ ０ ０        

当 座 預 金  ３ ３ ３ ２ ０ ０          ５ ２ ０ ０ ０                       ３ ８ ５ ２ ０ ０        

受 取 手 形  ４ １ ５ ０ ０ ０                                     ４ １ ５ ０ ０ ０        

完成工事未収入金  ５ ６ ８ ０ ０ ０                 ３ ３ ０ ０ ０                ５ ３ ５ ０ ０ ０        

貸 倒 引 当 金           ４ ４ ０ ０          ２ ９ ６ ０ ０                        ３ ４ ０ ０ ０ 

未 成 工 事 支 出 金  ９ ８ １ ０ ０ ０ 
 

 
         

２ 

４ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 
 
 

６ 

 

５ 

 

０ 

２ 

６ 

０ 

０ 

０ 

０ 
               ３ ３ ６ ２ ０ ０        

材 料 貯 蔵 品   ２ ５ ０ ０ ０                                      ２ ５ ０ ０ ０        

仮 払 金   ９ ６ ０ ０ ０                 ９ ６ ０ ０ ０                             

機 械 装 置 １ ５ ０ ０ ０ ０ ０                                    １ ５ ０ ０ ０ ０ ０        

機械装置減価償却累計額         ５ ２ ０ ０ ０ ０           ２ ０ ０ ０                       ５ ２ ２ ０ ０ ０ 

備 品  ６ ０ ０ ０ ０ ０                ２ ５ ０ ０ ０ ０                ３ ５ ０ ０ ０ ０        

備品減価償却累計額         ２ ４ ０ ０ ０ ０  １ ５ ０ ０ ０ ０   ７ ０ ０ ０ ０                       １ ６ ０ ０ ０ ０ 

投 資 有 価 証 券  ２ ２ １ ０ ０ ０                １ ２ ３ ０ ０ ０                 ９ ８ ０ ０ ０        

支 払 手 形         １ ５ ８ ５ ０ ０                                     １ ５ ８ ５ ０ ０ 

工 事 未 払 金         １ ３ ５ ０ ０ ０                                     １ ３ ５ ０ ０ ０ 

未 払 金         ２ １ ６ ０ ０ ０          １ ８ ３ ０ ０                       ２ ３ ４ ３ ０ ０ 

未 成 工 事 受 入 金         １ ７ ５ ８ ０ ０                                     １ ７ ５ ８ ０ ０ 

仮 受 金 
 

 
       １ ２ ０ ０ ０ ０  

 

 

３ 

８ 

３ 

７ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 
                                   

完成工事補償引当金           ２ ０ ０ ０           ４ ０ ０ ０                         ６ ０ ０ ０ 

退 職 給 付 引 当 金         ２ ４ ２ ５ ０ ０     ２ ０ ０   ４ ８ ０ ０ ０                       ２ ９ ０ ３ ０ ０ 

資 本 金        １ ２ ０ ０ ０ ０ ０                                    １ ２ ０ ０ ０ ０ ０ 

繰 越 利 益 剰 余 金         １ ９ ８ ８ ０ ０                                     １ ９ ８ ８ ０ ０ 

完 成 工 事 高        ６ ０ ０ ０ ０ ０ ０                      ６ ０ ０ ０ ０ ０ ０               

受 取 利 息           ７ ０ ０ ０                         ７ ０ ０ ０               

完 成 工 事 原 価 ３ ９ ３ ３ ０ ０ ０         ６ ５ ０ ６ ０ ０        ４ ５ ８ ３ ６ ０ ０                      

販売費及び一般管理費 

 

 

 

４ ７ ８ ０ ０ ０         

 

 

 

７ 

４ 

１ 

０ 

８ 

８ 

０ 

０ 

３ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

  

 

 

 

６ 

 

 

０ 

 

 

０ 

 

 

０ 

 

 

 ６ ０ ８ ３ ０ ０                      

 ９ ２ ２ ０ ０ ０ ０ ９ ２ ２ ０ ０ ０ ０                                           

雑 損 失                  １ ５ ０ ０           １ ５ ０ ０                      

投資有価証券評価損                １ ２ ３ ０ ０ ０         １ ２ ３ ０ ０ ０                      

固定資産売却 (  損  )                 １ ３ ０ ０ ０          １ ３ ０ ０ ０                      

償 却 債 権 取 立 益                        ５ ２ ０ ０ ０          ５ ２ ０ ０ ０               

貸倒引当金繰入額                 ２ ９ ６ ０ ０          ２ ９ ６ ０ ０                      

前 払 費 用                  ６ ０ ０ ０                         ６ ０ ０ ０        

未 払 法 人 税 等                       １ １ ４ ０ ０ ０                       １ １ ４ ０ ０ ０ 

法人税、住民税及び事業税                ２ １ ０ ０ ０ ０         ２ １ ０ ０ ０ ０                      

               １ ４ ９ ８ ２ ０ ０ １ ４ ９ ８ ２ ０ ０ ５ ５ ６ ９ ０ ０ ０ ６ ０ ５ ９ ０ ０ ０ ３ ７ １ ８ ７ ０ ０ ３ ２ ２ ８ ７ ０ ０ 

当 期 純 ( 利 益 )                              ４ ９ ０ ０ ０ ０                ４ ９ ０ ０ ０ ０ 

                             ６ ０ ５ ９ ０ ０ ０ ６ ０ ５ ９ ０ ０ ０ ３ ７ １ ８ ７ ０ ０ ３ ７ １ ８ ７ ０ ０ 

 

     １つにつき３点  合計30点 
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【解答への道】 

〔第１問〕 

(1) のれんの償却 

① 買収時 

（ 諸 資 産 ） 3,590,000 （ 諸 負 債 ） 1,580,000 

（ の れ ん ） 130,000 （ 現 金 預 金 ） 2,140,000 
  

② のれんの償却 

（ の れ ん 償 却 ）(*) 6,500 （ の れ ん ） 6,500 

 会計基準が定めるのれんの償却最長期間は20年です。 

（*）130,000円÷20年＝6,500円 
 

(2) 有価証券（社債）の売却 

 売買目的で保有する社債（＝有価証券勘定）を売却したときは、帳簿価額と売却価額との差額により有価証券売却損益を求め

ます。 

 解答の仕訳は、次の①および②を合算したものと考えます。 

① 保有社債の売却 

   2,937,000     
（ 現 金 ）(*2) 2,940,000 （ 有 価 証 券 ）(*1) 2,910,000 

       27,000 
    （ 有 価 証 券 売 却 益 ）(*3) 30,000 

（ 支 払 手 数 料 ） 3,000 （ 現 金 ） 3,000 
  

（*1）3,000,000円× 
＠97円 

＝2,910,000円 
＠100円 

  

（*2）3,000,000円× 
＠98円 

＝2,940,000円 
＠100円 

2,940,000円－3,000円＝2,937,000円 

  

（*3）2,940,000円－2,910,000円＝30,000円 

 (*2)売買手数料控除前 帳簿価額 

   30,000円－3,000円＝27,000円 

 売買手数料 

 問題文の指示により売買手数料は、有価証券売却益勘定から控除します。 
 

② 端数利息の受け取り 

（ 現 金 ） 2,600 （ 有 価 証 券 利 息 ） 2,600 
  

(3) 賃金の支払い 

 賃金支給総額は現場作業員に対するものであるため工事原価として未成工事支出金（資産）で処理します。また、賃金支給総

額から差し引いて預かった所得税と社会保険料は、後日現場作業員に代わって納付する義務として預り金勘定（負債）で処理し

ます。 
  

(4) 仕入割戻し、仕入割引き 

① 工事未払金計上時の仕訳 ← 既にこの仕訳は行われています。 

（ 材 料 貯 蔵 品 ） 3,218,000 （ 工 事 未 払 金 ） 3,218,000 
  

② 決済時の仕訳（イ＋ロの仕訳が解答です。） 

イ 仕入割戻し 

（ 工 事 未 払 金 ） 96,000 （ 材 料 貯 蔵 品 ） 96,000 
  

ロ 仕入割引きに伴う掛代金の決済 

 仕入代金の早期決済による割引分は、仕入割引勘定（収益）で処理します。 

（ 工 事 未 払 金 ） 3,122,000 （ 仕 入 割 引 ） 46,000 

    （ 当 座 預 金 ） 3,076,000 

  

売買手数料 

相殺 
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(5) 利益剰余金の配当 

 繰越利益剰余金の配当にあたり、利益準備金の積立額は次の①、②のうちいずれか小さい方となります。 
  

① 6,000,000円× 
１ 

－1,385,000円＝115,000円 
４ 

  

② 1,200,000円× 
１ 

＝120,000円 
10 

  

③ ① ＜ ②  ∴ 115,000円 

 

〔第２問〕 

(1) 固定資産の総合償却 

① 要償却額合計 

機械Ａ： 3,000,000円 

機械Ｂ： 9,000,000円 

 12,000,000円 
 

② 年償却額合計 

機械Ａ：3,000,000円÷６年＝ 500,000円 

機械Ｂ：9,000,000円÷９年＝ 1,000,000円 

 1,500,000円 
 

③ 平均耐用年数 

 12,000,000円÷1,500,000円＝  ８  年 
 

(2) 手形貸付金（償却原価法：定額法） 

① 貸付時 ×2年４月１日  

（ 手 形 貸 付 金 ） 4,880,000 （ 現 金 ） 4,880,000 
  

② 決算時 ×3年３月31日及び×4年３月31日  

（ 手 形 貸 付 金 ）（*） 40,000 （ 受 取 利 息 ） 40,000 
  

（*）(5,000,000円－4,880,000円）× 
12ヵ月 

＝40,000円 
36ヵ月 

   

③ ×4年３月31日における貸借対照表価額 

①4,880,000円＋②40,000円×２年 ＝  4,960,000  円  
  

(3) 銀行勘定調整 

 当社の当座預金勘定残高を100,000円と仮定し、①～③の仕訳を通して銀行勘定調整表を作成し、解答を求めます。 

① 振込未通知 

（ 当 座 預 金 ） 116,000 （ 完 成 工 事 未 収 入 金 ） 116,000 
  

② 未取付小切手です。銀行側の減算調整のため当社の仕訳はありません。 
  

③ 未渡小切手 

（ 当 座 預 金 ） 91,000 （ 工 事 未 払 金 ） 91,000 

 

 銀行勘定調整表（両者区分法） （単位：円） 

当社の当座預金残高 (仮定) 100,000 銀行の残高証明書残高 (仮定) (366,000 ）  ← 貸借差額 

加算： ① 振込未通知 116,000 減算： ② 未取付小切手 59,000   

 ③ 未渡小切手 91,000      

 307,000  307,000   

 

366,000円－100,000円 ＝  266,000  円 

 銀行 当社 
  

資本金 準備金の合計額 

guo 

株主配当金 

手形金額 貸付金額 
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(4) 本支店会計（本店集中計算制度） 

 本店集中計算制度とは、支店間の取引を本店と各支店の取引とみなして処理する方法であり、各支店では本店勘定のみが設け

られ、本店では各支店の勘定が設けられます。 

 例えば、本問の場合、次のように考えます。 

① 埼玉支店が本店の営業費を現金で立替払いした。 

② 営業費は群馬支店の費用のため、①で計上した本店の営業費勘定から群馬支店の営業費勘定へ振り替える。 

 

 

〔第３問〕 

問１ 当会計期間における工事間接費の予定配賦率 

31,042,000円 ÷ 182,600,000円(*)＝0.17 （17％） 

 工事間接費予算額 直接原価総発生見積額 

（*）60,771,000円＋32,926,000円＋75,353,000円＋13,550,000円＝182,600,000円 

 材料費 労務費 外注費 直接経費 
 

問２ 当月におけるＡ工事への工事間接費予定配賦額 

900,000円(*)×17％ ＝  153,000円  

 Ａ工事当月直接原価 

（*）228,000円＋243,000円＋316,000円＋113,000円＝900,000円 

 材料費 労務費 外注費 直接経費 
 

問３ 当月における工事間接費配賦差異の計算 

2,560,030円(*)－2,548,510円 ＝  11,520円（有利差異「Ｙ」） 

 予定配賦額 実際発生額 

（*）（5,572,000円＋2,808,000円＋5,229,000円＋1,450,000円）×17％＝2,560,030円 

 材料費合計 労務費合計 外注費合計 直接経費合計 

 

  

① （営 業 費）70,000  （埼玉支店）70,000 

② （群馬支店）70,000  （営 業 費）70,000  

埼 玉 支 店 群 馬 支 店 

本   店 

 

残高 

 727,000  円 

（本店の） 

残高 

657,000 

② 70,000 

群 馬 支 店 
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〔第４問〕 

問１  

 原価計算は、その目的の相違によって、原価計算制度と特殊原価調査に大別されます。 

 原価計算制度は、財務諸表作成、原価管理および予算管理などを目的とします。 

 特殊原価調査は、長期、短期の経営計画の際に生ずる選択的意思決定に役立つ原価情報を提供することを目的とします。 

 上記より、２および３は原価計算制度 Ａ 、１および４は特殊原価調査 Ｂ に該当します。  
 

問２  

(1) 工事間接費の予定配賦 

① 予定配賦率の計算 

当期の機械に関する予算額：231,000円＋1,470,000円＋279,000円＝1,980,000円 

 修繕維持費 減価償却費 その他 

予定配賦率：1,980,000円÷2,200時間(*)＝＠900円 

(*) 平均操業度を基準操業度とするため長期正常操業度2,200時間を用います。 
 

② 予定配賦額の計算 

41号工事：＠900円<予定配賦率> × 40時間＝ 36,000円 

42号工事： 〃 × 30時間＝ 27,000円 

51号工事： 〃 ×120時間＝ 108,000円 

52号工事： 〃 × 20時間＝ 18,000円 

合 計 189,000円 
  

③ 配賦差異の計上 

189,000円－189,700円＝△700円（当月分、借方差異） 

 予定 実際 
 

 

(2) 完成工事原価報告書の作成（41号工事、43号工事、51号工事の費目別原価合計） 

Ⅰ．材料費： 646,000円 ＋136,000円 ＋215,000円 ＋116,000円 ＋178,000円 ＝  1,291,000  円 

 前月繰越(41号工事) 41号工事 前月繰越(42号工事) 42号工事 51号工事 

Ⅱ．労務費： 390,000円 ＋140,000円 ＋643,000円 ＋323,000円 ＋282,000円 ＝  1,778,000  円 

 前月繰越(41号工事) 41号工事 前月繰越(42号工事) 42号工事 51号工事 

Ⅲ．外注費： 889,000円 ＋404,000円 ＋721,000円 ＋262,000円 ＋640,000円 ＝  2,916,000  円 

 前月繰越(41号工事) 41号工事 前月繰越(42号工事) 42号工事 51号工事 

Ⅳ．経 費： 280,000円 ＋120,000円＋36,000円＋208,000円＋139,000円＋27,000円  

 前月繰越(41号工事) 41号工事 前月繰越(42号工事) 42号工事 

＋138,000円＋108,000円 ＝  1,056,000  円 

 51号工事 

  

  7,041,000  円 
 

(3) 未成工事支出金月末残高（52号工事の費目別原価合計） 

102,000円＋132,000円＋350,000円＋101,000円＋18,000円 ＝  703,000  円 

 材料費 労務費 外注費 経 費 
  

  

工事間接費配賦差異 

前月繰越 

1,500 

 当月分 

700 

 

月末残高 

 2,200  円（借方 Ａ ） 
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〔第５問〕 

(1) 現金過不足の整理 

（ 雑 損 失 ） 1,500 （ 現 金 ） 1,500 

68,300円－69,800円＝△1,500円 

 期末有高 帳簿残高 
 

(2) 投資有価証券の期末評価 

（ 投 資 有 価 証 券 評 価 損 ） 123,000 （ 投 資 有 価 証 券 ） 123,000 
 

(3) 仮受金の整理 

① 完成工事未収入金の回収 

（ 仮 受 金 ） 33,000 （ 完 成 工 事 未 収 入 金 ） 33,000 
 

② 備品の売却 

（ 備 品 減 価 償 却 累 計 額 ） 150,000 （ 備 品 ） 250,000 

（ 仮 受 金 ） 87,000     

（ 固 定 資 産 売 却 損 ）(*) 13,000     

（*）87,000円－（取得原価250,000円－備品減価償却累計額150,000円）＝△13,000円（売却損） 

 売却価額 備品の帳簿価額 
又は、貸借差額 

 

(4) 過年度の貸倒れ額の回収 

（ 当 座 預 金 ） 52,000 （ 償 却 債 権 取 立 益 ） 52,000 
 

(5) 減価償却費の計上 

① 機械装置 

 機械装置の減価償却については、月額13,000円が予定計上（工事原価算入）されているので、決算時の実際発生額との差額

は、未成工事支出金の算入額を調整する方法で処理します。 

（ 未 成 工 事 支 出 金 ） 2,000 （ 機械装置減価償却累計額 ） 2,000 

 減 価 償 却 費       

（13,000円/月×12ヵ月）－158,000円＝△2,000円（計上不足） 

 予定計上額 実際発生額 
  

② 備 品 

（ 販売費及び一般管理費 ） 70,000 （ 備 品 減 価 償 却 累 計 額 ） 70,000 

 減 価 償 却 費       

（600,000円－250,000円）÷５年＝70,000円 

 (3)② 
 

(6) 退職給付引当金の計上 

施工部門の退職給付引当金については、月額4,600円が予定計上（工事原価算入）されているので、決算時の当期発生額との

差額は、未成工事支出金の算入額を調整する方法で処理します。 

（ 販売費及び一般管理費 ） 48,000 （ 退 職 給 付 引 当 金 ） 48,000 

 退職給付引当金繰入額       

（ 退 職 給 付 引 当 金 ） 200 （ 未 成 工 事 支 出 金 ）(*) 200 

     退職給付引当金繰入額   

（*）（4,600円/月×12ヵ月）－55,000円＝200円（過大計上） 

 予定計上額 当期発生額 
  

(7) 完成工事補償引当金の計上 

（ 未 成 工 事 支 出 金 ） 4,000 （ 完 成 工 事 補 償 引 当 金 ） 4,000 

 完成工事補償引当金繰入額       

6,000,000円×0.1％－2,000円＝4,000円 

 完成工事高 Ｔ/Ｂ完成工事補償引当金 
  

(8) 貸倒引当金の計上 

（ 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ）(*) 29,600 （ 貸 倒 引 当 金 ） 29,600 

（*）25,000円＋4,600円＝29,600円 

① 貸倒懸念債権：25,000円 

② その他の債権：（415,000円＋568,000円－33,000円－50,000円）×１％－4,400円＝4,600円 

 Ｔ/Ｂ受取手形 Ｔ/Ｂ完成工事未収入金 (3)① 貸倒懸念債権 Ｔ/Ｂ貸倒引当金 
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(9) 費用の繰延べ等 

（ 前 払 費 用 ） 6,000 （ 販売費及び一般管理費 ） 6,000 

     保 険 料   

（ 販売費及び一般管理費 ） 18,300 （ 未 払 金 ） 18,300 

 本 社 営 業 所 経 費       
  

(10) 完成工事原価の計上 

（ 完 成 工 事 原 価 ） 650,600 （ 未 成 工 事 支 出 金 ） 650,600 

981,000円＋2,000円－200円＋4,000円－336,200円＝650,600円 

 Ｔ/Ｂ未成工事支出金  (5)① (6) (7) 次期繰越 
 

(11) 法人税、住民税及び事業税の計上 

 中間納付額が仮払金勘定で処理されているので、貸方記入で減少させるとともに、法人税、住民税及び事業税との差額を未払

法人税等勘定（負債）で処理します。 

（ 法人税、住民税及び事業税 ）(*) 210,000 （ 仮 払 金 ） 96,000 

    （ 未 払 法 人 税 等 ） 114,000 

（*）（6,059,000円－5,359,000円）×30％＝210,000円 

 収益合計 費用合計 

 


